
■ＳＤＧｓ

■関連する主な事業 （単位：千円）

目指す姿 職員が、個々の能力を生かせる組織体制のもと、柔軟な働き方を実践しています。

関連する分野別計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

男性職員の家庭生活（家事及び育児）への参加を促進するため、男性職員の育児休業取得促進に取り組んだ。
職員の健康保持及び増進、さらには仕事と家庭の両立支援につなげるため、時間外勤務時間の削減や年次有給
休暇の取得促進に取り組んだ。また、コンプライアンスやハラスメントの研修を実施し、職員の認識の向上や働きや
すい職場環境づくりに努めた。

令和７年度 施策評価シート

施策の大綱 ６．行政経営 評価担当者

基本施策 （１） 組織力の強化と働き方改革の推進 総務財政部長　小林　恵太

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 一般管理費（研修費）
726 課長級職員を対象に判断力・決断力向上研修、主幹級職員を対象に議会答弁

書作成研修を実施するなど、階級に応じて必要とされる知識や能力の習得に努
めた。また、３件の資格取得の助成を行い、職員の自己研鑽につなげた。609

① 研修派遣費
1,124

自治大学校への職員派遣や市町村職員アカデミーへの職員派遣を行い、人材
育成を図った。

729

① 行政情報化推進研修事業
2,466 情報インストラクターによる情報セキュリティ及びDX人材育成研修のほか、eラー

ニングによる研修等を実施し、職員のデジタルリテラシー向上を図った。（令和7
年度延べ受講者数339人）2,464

① 総合計画策定事業

8,936
より多くの市民意向を把握するため、市民アンケート調査や関係団体へのヒアリン
グのほか、若者を対象としたワークショップや子育て世帯へのアンケート等を実施
した。これらの結果と第2次総合計画の検証等を踏まえて総合計画（案）を作成
し、総合計画審議会への諮問及び市議会の議決を経て、第3次総合計画を策
定した。

7,877

③ 福利厚生費
9,494

各種検診及びストレスチェック等を実施し、職員の心身の健康維持に努めた。ま
た、職員互助会への補助により、職員の福利厚生の充実を図った。

6,800

太字：主要事業
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■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7

76.70 78.30 85.00

一人当たり有給休暇取得日数 日 12.8 Ｒ２ 12.2 13.9 13.9

人事評価制度における実績評価の評価点
合計（管理職平均）

点 77.92 Ｒ２ 78.51 77.94

13.8 15.0

男性職員の育児休業取得割合 ％ 11.1 Ｒ２ 42.9 60.0 42.9 83.3 20.0

1.38 2項目とも満足度に関し数値が下がっている。
特に市職員の資質・能力については一旦満
足度が好転したものの下がった。それぞれの
項目は、ともに行政に対する信頼を高めるた
めに大変重要であることから、コンプライアン
スの徹底と更なる職員の能力向上の取り組
みが必要である。

満足度 ▲ 0.04 0.03 ▲0.09

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

市民アンケートの考察
（令和6年度施策評価内容を参考記載）

1 市職員の資質や能力が高い
重要度 1.30 1.42

2 公平・公正な市政運営が行われている
重要度 1.30 1.43 1.48

満足度 0.00 0.10 ▲0.09

3
重要度

満足度

4
重要度

満足度

市役所働き方改革の推進
第５次特定事業主行動計画に基づき、仕事と子育てを両立できる職場環境を目指し、妊娠・出
産・育児・介護と仕事の両立支援ハンドブックを作成し、周知した。。

施策の方向 施策推進に関する考察

地方創生を推進する職員の能力の
向上と人材育成の強化

職階層や各所属で必要となるスキルや能力を養成するため、研修計画に基づく研修の受講を促
すとともに、人事交流等を通じた専門的知識の習得など人材育成を行った。

行政課題に的確に対応する組織体
制とマネジメント機能の強化

組織・機構改革を実施し、第３次亀山市総合計画前期基本計画に位置付ける施策を効率的か
つ効果的に推進し、安定した行政サービスを持続的に提供する組織とした。

今後の展開方針

人材育成基本方針に基づき、「人材の確保」、「人材育成」、「適正な配置・処遇」及び「職場環境の整備」の４つの体系により、H.R.Mを総合的
かつ計画的に進めていく。特に「人材育成」において重要な研修について、求められる能力育成に向け体系化を図る。また、人事評価制度を
より効果的で実効性のある制度とするために処遇反映の在り方を引き続き検討する。組織機構については、第３次総合計画に位置付けられた
各施策を推進するため見直しを行ったが、今後も継続的に検証を行っていく。人材確保については、専門職の必要人数を確実に確保するた
め、積極的な情報発信と応募資格の緩和等の取り組みを進める。一方で、第5次亀山市特定事業主行動計画に基づき、男性職員の育児休
業の取得を促進し、女性職員が働きやすくより一層活躍できる環境づくりを進めるほか、庁舎の開庁時間短縮を図るなど、職員のワーク・ライ
フ・バランスを一層推進するとともに、カスハラを含めた職場内外のハラスメントの防止及び対策を強化・徹底することにより、快適な職場環境
の整備を図っていく。

総合評価
地方創生を推進する職員の能力の向上と人材育成の強化については、各職種や階層、業務に必要とされるスキルや
知識の習得することができるよう、独自研修、階層別研修及び専門機関派遣研修を実施した。また、国（国交省）や三
重県など他機関・組織に職員を派遣することで、専門的で幅広い業務を経験し、地方創生を推進していく人材育成を
図った。人材育成については、亀山市人材育成基本方針に基づき取り組んできたところであるが、これまでの課題等を
検証の上、H.R.M（ヒューマン・リソース・マネジメント）の考え方のもと、当該基本方針を改訂した。今後は、当該基本方
針に基づき、行政DXなど大きく変化していく行政課題に対応するための人材育成等を図っていく必要がある。また、少
子化、公務員志望者の減少等に伴い、人材確保が課題となっており、特に技術職をはじめとした専門職において必要
人員数を確保できていないことから、職員採用試験の回数を増やすなど、本市への就職志望者がより受験しやすくなる
取り組みを行ってきたが、更なる対策が急務となっている。一方で、行政課題に的確に対応する組織体制とマネジメント
機能の強化については、第3次総合計画における施策の推進を図るため、組織機構の見直しを行った。市役所働き方
改革の推進については、職員のワーク・ライフ・バランスの実現に向け、年次有給休暇の取得促進及び時間外勤務時
間削減の取り組みを行った結果、年次有給休暇取得日数は、第5次亀山市特定事業主行動計画に定めた平均取得
日数の目標値は達成したものの、1人当たりの取得日数の目標値は達成できなかった。時間外勤務時間については、
同計画に定めた目標時間を達成した。また、男性職員の育児休業取得率については、前年度と比較すると大幅に上
昇した。一方、メンタルヘルス対策として、産業カウンセラーの資格を有する職員による相談窓口設置等により、職員の
ストレス緩和や解消につなげることができた。

Ｂ
まずまず進んだ


